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制度化されている関係として定義される。このとき、各制度秩序に規定されたリソース 特徴によって 政治 支配」と 経済的支配」が区別され、 者については物理的強制力をもっ政府が支配主体の代表的なものと考えられ、後者については企業の系列化・金融的支配・市場 組織化を通じて支配を行なう企業や同業受日等がそ 主体 る。こ 二つの支配には、そ範図・程度・変化の度合において 顕著な相違がある。
最後に、政治的及び経済的支配組織に対する抵抗力と











した事例研究を通じて、企業が自らの利益を防衛するためにいかなるリソース もっか〈第 節〉 企業に対する対抗集団がいかなる影響力をもちうるかハ第三節)が考察されている。企業のリソースは、著者によれば、企業にとって不都合なイシューの発生を抑制する機能との関連で、企業秘密と専門知識 独占によるイシナ の発生防止、報道機関や消費者に対する組織権力としての企業のりソース、系列ディーラーとの経済対立が社会的・政治的問題になることを抑制する経済権カとしてのリソース、通産省、運輸省 企業との協力関係 行政秘密が果した役割にみられるリソースなどが指摘されてい 。次に、企業対する対抗権力の影響力が検討されハ新問、野党 消費恭一般zi
ザ!ユニオン、運輸省による行政的介入可照時に企業権力
























































が容易に政治的目的のために集約化され動員可能である港在的政治的リソースであることにみられるとして、この組織権力が人材、資金、地位、組織のネットワーク、際名伎の五つの視点から検討されている。次に経済権力は、「企業本来の経街活動に向けてすでに動員され その共体的目的に応じて変形されたリソースである」とされて、経済的領域という限定されたイシal領域では有効性が高いことが指掃される。さら 、この経済権力が兵体的に、専門知識 情報 生産力・供給力、経済支配との関速で述べられている〈一七回一良三と ろで、こ らの検討から、「組織権力、経済権力、経済支配 いうようリソースのあり方が特殊化するにつれて 影響力 有効なイシュ
l
・アリーナと受け手の範間とは減少するが、逆に影響力の








































済活動及び政治活動の自由を保障しようとする体制」である。これは政治制度的には、・立議制によって保障され、企業に対する政府の介入に締約 課す条件を構成している。「例えば企業は経済官庁を相手に訴訟で対抗することができるし、饗察・検察当局は公判で有罪 しうるだけ '証拠がない場合には企業の摘発を自粛する」ハニ
O
九一氏)。また、自由主義体制は政♂治的活
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ν政 冷 縦 波 と 習 し て 、 品 川 口 滋
選挙制度及び代議制、か採用されるが、これらの制度 は次のような欠陥が指摘される。第 に、各選挙民は普遍的な全体利縫よりも悩別的な特殊利益を追究しやすく、そのためご党独裁」の政治権力 成立し、「マシ
l
ン政治」「金権政治」が横














あまりにも政治現象 現笑から索隊した抽象化を行いやすいこと、仮りにまた、実証的・経験的研究が試 られたとしても、その客観的で具体的 デ
i
タが政治の理論化に隠してどのよう
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本撃においては{影響力」関係とレうぬー心概念が作業的定義
づけを通じて検証可能なものにまで洗練され、かつ分析のための下位的な議機念もそれにあわせて明確にされている。そしてそれらは、二つの実証的な事例研究のいたるところで一貫した分析視角として適切に組みこまれているのである。その際、著者は報道、出版 雑誌等多くのメディアに資料を依存しながらも、その具体的データを理論的分析視角へと引照させ ことによって、「影響力」概念 中心とした諸下位概念を現実の政治現象に適合させることに成功している。したがって、このような事例研究を通じてなされる理論的検討もより多くの妥当性宏も乞えていると言えよう。
次に、本書における「政治」的事象と「経済」的事象の関連



















ートの一枚岩的権力構造という図式を主張するのに対し、本書において著者は むしろ と政治権力の双方の領域で相互に自律的で多元的な が存在し、必ずしも一向者が総合・協力関係にはないことを指摘している。この指摘は、本書の中で商品唱の関係がより分析的な実証研究を通じて規定されることから導き出された基本的命題を構成して といってよ‘LW 
本警は現代日本の政治社会における政治的経済的総織・主体









機能の達成が必要とされる」(一二三一良)としているが、この「企業の社会的機飽」が具体的にはどのような内容を示すのかは必ずしも明らかではないことが指摘できよう。また、政治学の基礎的概念の一つであ 「権力」について、必ずしも明確な定義が与えられてお ず、権力 影響力の異同も十分に明らかにされていないことは、理論的枠組における今後の課題ということができる。にもかかわらず、本書は現代日本の政治権力と経済権力の影
響力行伎をめぐる政治過程の分析を試みたものとして高く評価できる研究成果であるとぎわなければならない。
〔 阿 部 士 丹 、 久 保 和 文 〕
